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要　 旨

　中学校での英語教育を修了 し、高校へ入学 した直後の生徒を調査対象 とした 「早期英語教育が

中等学校英語教育に及ぼす影響についての調査研究(第 一次調査)」(2009)で は、早期英語教育

経験者 と未経験者の二群問においては、言語スキルに係わる統計的な有意差が確認できなかった。

　本調査研究(第 二次調査)で は、高校英語教育を一定期間経験 したことにより、早期英語教育

の経験の有無が二群間において質的に有意な変容を生 じさせ得るかを検証 し、早期英語教育の中

期的な教育効果について論じる。

　第二次調査で学習者要因と言語スキルに係わる比較分析を行った結果、早期英語教育経験者の

表現活動に係わるスキルが有意に高くなっていること、また、言語能力肯定因子が英語学習成績

に対しマイナスの要因として作用していることが確認できた。

　これらの結果から、早期英語教育により培われた能力 と中等学校英語教育 との交互作用を高め

るための方策を提言する。

キー ワー ド:早期 英語教育、早期 英語教育経験者 ・未経験者、学習者要因、言語能力肯定因了、

　　　　　　 交互作用

1.は じめ に

　本年度(2009年 度、平成21年 度)、 全国の小中学校 において、新学習指導要領に係わる一部

内容の先行実施がスター トした。小学校5年 生、6年 生における外国語活動においても、大き

な学校間 ・地域間格差が存在するものの、98%の 公立小学校で外国語活動が実施されている。

しか し、この数年間 どの学校においても外国語活動の実施は、手探 り状態で進行しつつある。

その原因は、小学校で実施されている外国語活動の教育的な効果が明確に把握されていないこ

とと、小 ・中、中 ・高の英語教育の連続性の欠如によるもの と考えられる。そこで、本調査研

究においては、早期英語教育がもたらす中期的 ・長期的な教育効果を明らかにし、初等 ・中等

学校における英語教育の有機的な接続を実現するための一定の方策を提示する。

　早期英語教育の効果 と意義については、第二言語習得研究の分野において、年齢要因 と情意

要因の関係(Diller　l978;Gardner　 1985;Ellis　l994)や 、年齢要因 と個別文法習得過程の関係
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(Johnson　and　Newport　 1989;Ellis　l　994)を 調査 した先行研究結果等から類推することが可能

である。 しか し、新学習指導要領で規定されている小学校5・6年 生での週1コ マの外国語活

動による教育効果を、より精緻に議論するために、本調査研究では、松宮(2009)が 実施した

第一次調査の結果を踏まえ、早期英語教育が中等学校英語教育に及ぼす影響について、以下の

仮説を設定し、その検証を行 う。

　　 (仮説)

　　 r早期英語教育経験者は、高等学校の英語教育における教授 ・学習の交互作用を受け、英

　　語学習成績に対して有意な影響を及ぼす固有の学習因子を形成する。』

　仮説検証に先立ち、早期英語教育の先行実施状況の概観を行 うとともに、2011(平 成23)年

度から全面実施される新学習指導要領の改訂の趣旨について考察を加える。

1.1早 期英語教育の先行実施に関わる現状

　文部科学省は、2008(平 成20)年3,月28日 に小学校学習指導要領の改訂を告示し、2011(平

成23)年 度から全面実施される新学習指導要領では、小学校5・6年 で週1コ マ年間35コ マの

「外国語活動」を実施することとした。 この新学習指導要領の改訂を受け、2009(平 成21)年

度から、新しい学習指導要領の規定を可能なものは先行実施することがでぎる移行期間を設置

した。

　現在、直ちに実施可能な学習指導要領の総則や、道徳、総合的な学習の時間、特別活動につ

いては全国的に先行実施されている。この移行措置期間中に、教科書の編集 ・検定 ・採択を行

い、小学校では2011(平 成23)年 度から、新しい学習指導要領が全面実施されることとなる。

　特に、外国語活動については、各学校の裁量により授業時数を定めて実施することが可能 と

され、各学年で週1コ マまでは、総合的な学習の時間の授業時数を充てることができるとされ

ているため、週1コ マ年間35コ マ程度から学期1コ マ年間3コ マ程度 と、その実施状況には大

きな格差が生じている。

　また、実施形態⊥,や実施内容 ・取組内容等についても、学校間により大きなバラツキが生じ

ている。このため、文部科学省は、教育の機会均等や中学校英語教育 との接続の観点から、外

国語活動を必修化するとともに、全国の小学校に対し活動内容や指導方法のガイドラインを示

すことを 目的に、「英語 ノー ト1・2」 「英語ノート1・2指 導資料」及びこれらに準拠する

DVD・CD教 材を配布 し、その活用の促進を図っている。

1.2　学習指導要領改訂のねらい

　今回の学習指導要領の改訂のね らいの一つ として、「言語を重視」した系統的な学習活動の

展開 と推進を挙げることができる。言語は、知的活動(論 理や思考)や コミュニケーション、

感性 ・情緒の基盤であることから、国語科だけでな く、各教科等で言語活動を学習 ・教授の過

程に効果的に位置付けることが求められている。
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　外国語活動においては、音声を中心に外国語に慣れ親しませる活動を通じて、言語や文化に

ついて体験的に理解を深めるとともに、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育

成 し、コミュニケーション能力の素地を養 うことが 目標 とされている。このために、小学校で

は、音声を中心 とした基礎的な言語スキル と、異文化間コミュニケーションに対する肯定的 ・

積極的な態度の育成に力点が置かれている。

　このような状況の中で、小学校における早期英語教育が実効性を高め、 日本の英語教育のボ

トムアップを図るために、日本型早期英語教育が児童生徒の言語スキルの習得や、異文化理解 ・

異文化問コミュニケーション能力の育成、外国語学習に対する動機付け等に及ぼす影響を解明

し、 日本の教育環境に最適化された早期英語教育の枠組みを構築することが求められている。

2.研 究 の 目的

　本調査研究の 目的は、松宮(2009)が 実施した第一次調査の分析結果をベースに、同一の被

験者を対象とした追跡調査を行い、早期英語教育がもたらす中期的な教育効果を分析・検証す

ることにある。

　第一次調査は、中学校での英語教育を修了し、高等学校へ入学して問もない5月 の段階で、

高等学校1年 生を対象 として実施したものである。第二次調査では、高等学校での英語教育を

9か 月経験 し、高等学校における教授 ・学習方略が一定 レベルにおいて定着するとともに、教

授・学習の交互作用が顕在化する時期に、英語学習に関する質問紙により、基礎データを収集

し分析する。これにより得られた分析結果 と、第一次調査の分析結果 との比較解析を行い、早

期英語教育が中等学校英語教育に及ぼす中期的な教育効果や交互作用についての考察を行い、

前節で設定した仮説の検証を行 うことが本調査研究の主たる目的である。

3.研 究 の背景

　中学校での英語教育を修了し、高等学校へ入学した直後(5月)の 高校生を被験者 として実

施 した第一次調査によると、小学校5・6年 で週1回 年間35回 程度の英語活動を経験した学習

者 と未経験の学習者の二群で実施した因子分析においては、群固有の解釈可能な学習者要因に

係わる因子は特定できなかった。また、学年全体を一群 として実施した因子分析により抽出し

た学習因子 と英語学習成績 との因果関係を分析した結果、両群間における有意差は確認できな

かった。

　 しか し、分散分析の結果、「異文化志向因子」において、早期英語教育経験者は、F値4.022

(自由度1、311)で 未経験者に対し5%水 準で有意に高いことが、同様に 「コミュニケーション
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志向因子」には、F値4.245(自 由度1、311)で5%水 準の有意差があることが認められた。ま

た、早期英語教育経験者においては、「コミュニケーション志向因子」が有意差1%水 準で英

語学習成績に強 く影響を及ぼしていたことが確認された。

　このことから、松宮(2009)は 、公立小学校で週1コ マ年間35コ マ程度の割合で先行実施さ

れている早期英語教育は、学習者の情意要因に係わる学習因子の形成や英語学習への影響に対

し、限定的な効果をもたらしていると結論づけている。

　樋 口ら(1986-1989)は 、私立小学校で6年 間英語教育を受けた学習経験者 と学習未経験者

を対象に、英語の習熟度に係わる追跡調査を実施し、文法やス トラクチャーにおいては、早期

英語教育経験者のほ うが優位であることや、英文産出の容易さにおいても優れていることを指

摘 している。

　また、第二言語学習の開始年齢 と文法能力の関係について、Johnson　and　Newport(1989)

は、3才 から39才までの韓国人と中国人の米国移民者を対象 とした調査から、文法能力 と第二

言語学習の開始年齢には負の相関関係(-0.77)が あることと、開始年齢が早い集団において

は分散が小さいことを、すなわち、学習開始年齢が早ければ早いほ ど、文法における高い熟達

度が達成されることを報告している。

　 1997年 に小学校での英語教育をスタートした韓国の高等学校で、早期英語教育を経験した学

習者 と未経験者 との英語学習成績調査を実施 したKwon(2005)は 、早期英語教育を経験 した

学習者群の成績が、 リーディング、 リスニング、ライティングの調査対象分野全てにおいて有

意差1%水 準で著 しく高 くなっていることを報告 している。また、Kwonは 、早期英語教育

の効果の度合を検証するために、韓国の10年 生(高 校1年 生:早 期英語教育経験者)と11年 生

(高校2年 生:早 期英語教育未経験者)を 対象に、英語学習成績の比較調査を実施 した。その

結果、全ての調査項 目において、早期英語教育経験者である10年生が、11年 生の英語学習成績

を上回っていることが確認されたとしている。 これ らの調査結果から、Kwonは 、韓国の高校

生に対する小学校英語教育の中長期的な好ましい教育効果が認められたことを報告している。

しか し、Kwonの 調査研究は、被験者の項 目別テス トスコアの比較分析を中心に論 じたもので

あるため、小学校英語教育による被験者の質的な変容 ・相違や、学習者因子等の情意要因 と学

習成績 との因果関係については言及していない。

　そこで本調査研究では、 日本の高校生を対象に、早期英語教育の中期的な教育効果を検証す

るため、早期英語教育経験者(FLES2〕students:以 下、　FSと 呼ぶ。)と 早期英語教育未経験

者(No-FLES　 students:以 下、　NFSと 呼ぶ。)の 二群において、第一次調査で明確に分離 さ

れなかった学習因子が、高等学校での英語教育により、FS群 とNFS群 において、異なった

交互作用を誘発 し解釈可能な因子 として抽出できるのか、また、英語学習成績において、二群

間の統計的な有意差が確認できるレベルにまで、早期英語教育の影響が出現するものであるか
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を検証する。

4.研 究 の概要

　大阪府立Ⅰ高等学校を調査対象校 として実施 した第一次調査か ら、7か 月が経過 した時期に

行った第二次調査での被験者数は、FS群120名(構 成比率37.5%)、　NFS群200名(構 成比率

62.596)、 合計320名 であった。 これは、本調査研究で行 う統計処理の信頼性を確保するのに十

分足 り得る被験者数である。

　本調査研究で分析のために収集す るデータは、(1)学 習者要因に係わるデータと(2)英

語学習成績に係わるテス ト・スコアである。

　 (1)で 収集するデータは、質問紙によるもので、早期英語教育の中期的な効果を探索 ・究明

し、問題の原因や構造、因果関係を明らかにするために必要な二次データを得るための基礎資

料 とする。

　 (2)で 収集するデータは、被験者の英語学習成績を客観的に定量化 したもので、英語運用

能力を リスニング、 リーディング、ライティングの三分野で把握することができるものである。

そのために、外部の英語能力測定テス トとして、第一次調査及びKwon(2005)が 用いた英語

コミュニケーション能力テス ト3)(以下、GTECと 呼ぶ。)に よるテス ト・スコアを用いた。

4.1英 語 学習実態調査 について

　第二次調査で用 いた質問紙は、

学習者要因 に係 わる因子分析や分

散分析を行 うこ とを前提 として松

宮(1999)が 開 発 したEnglish

Learning　 Inventory　 for　Japanese

Senior　High　 School　Students　 (以

下、ELIJSと 呼 ぶ。)を 一部 変更

し、第一次調査で用いた72項 目に

新 たに28項 目を追 加 した100項 目

か らな る英語学習実態調査で、回

答は5段 階の多項選択形式に よる

プ リコー ド法 を採用 した。(資 料

1)4♪

資料1　 第二次調査用ELI-JS(追 加質問項目)抜 粋
　 囲　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L{乱

;欝1:;距 識:.1掌1箭 纂 る

;1;:1;:鑑ll:.器:1'二llI匝 よ罷:

器 、一計禧 盤 甲llぞ、舗1"』"
7　 111.　 ・1・'`1'.'晴 些 、・f'1助 一 喜ご1'　 AL王 モ'1・1.r11角lrlI'1`1{'星1τ'1'.・

即 　1ゴ1・'・1　 'ElI'旺 理311吋1.'・ 与　 ,L叩 吃`:-d`{11'・ 、'　　 こ.・う

a1　 艦{　 「1』 ・=、II卓一Ill　F'=b…i=門 漂卸 畦1=1`・'「 ・こ』・`

　 　 らび　ヒ　 　り　　 　 　 　 　　　ニ　ト 　　 　こロ　る

袈'1げ;1,↓ 部 翫 箏1,二Ll:訊1瓦 　 ,、.1.脚1=.`

　 　 }　 、.・ 　 1　 .IlJ='呂.号.';'.1・ 乞IIIIII　 .1畠 引Ir,,[1　 .・'.[」 ・=1・1唾喧,ヒ1二=・{,

　 　 」 † こ'`・ 　 1　 .弓,・'1屯,1冨ILII　 '.τ'二 ・1・亭

　 　 　 叱'1'　 　 ト　 ニ,`1を,置 ・1'一'y"1'既1'　 　 　 廿 二 二1'吊'「1・`」1.い イ1

　 　 」.11、 」」.　 　 1　 L　 .占1㍗ 　1.引1..:覗 亭1.「.1{.rl.F.　 '㌻ 　 　.■己

　 　 耐1覧1哩 ・'「L　 　 　 d・ ・'

　 臥r'」ゴF」 こ}'.Ilr咽邑一「1=・ 一　一1・・=き ・=1」　 ・1='`　 L

　 セ　　 　　　 リセ ゴヰ 　　　し　 　 ヒ ぼ 　 こ トね りれ 　ニお コトも 　 ヒ ニ 　 セく ロ 　に ぴ　 　　　

雛111:』illll.1:,:1:1群

毒Ill豊∵こ鰭 刷"し

軍1:1:1}1帆'1:IL　h蝋..,鱈.　 　 　 rrrrF-[一 「 「
　 　 ,'1　　 　 甘II','」{　 　 　 一.・　 「

　 Ir㍉'ト'出 へ1・'1二 　 　」1'ビ`ヒ「LI碑'↓ 屯 」1-・,』　 ,¶「.で　 　1'

={H〕1・,「=rh走 「肛 虻'1'=,1'r,二

　質問紙調査は、2007年12月 に行い、クラス毎に英語の時間を利用 し、担当英語教員が項 目グ

ループ毎に解説を加えながら実施した。第一次調査 と重複する72項 目については、回答内容が
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変更 となった箇所のみの回答を求めた。

4.2　GTECに ついて

　被験者の英語学習成績(習 熟度)及 び言語スキル(熟 達度)に 係わる外部指標を得るため、

調査対象学年全クラス(n=320)に 対 し、2007年12月 にGTECを 実施した。実施項 目は、 リ

スニング、 リーディング、ライティングの各言語スキルに関する英語運用能力及び習熟度テス

トであった。

4.3　第二次調査用質問紙と外部基準との基準関連妥当性について

　第一次調査同様、質問項 目間の関係性を示すクロンバ ック(Cronbach)の α係数 と外部基

準(GTEC)と の相関係数を算出し、第二次調査で用いたELI-JSの 質問紙 としての妥当性 と

信頼性を検証した。

　その結果、外部基準 として用いたGTECに よる各テス ト・スコア と、　ELI-JSに よる英語力

自己診断指数か ら算出したα係数は、0.7892と な り、十分な信頼性を有 していると判断するこ

とができた(表1)。 また、外的基準(GTEC)と 、　ELIJSに よる英語力自己診断指数 との基

準関連妥当性を検定 した結果、両者の問には1%水 準での高い相関があることが確認できた

(表2)。

　これらの検定結果から、第二次調査用に一部変更 したELIJSの 質問紙 としての妥当性 と信

頼性は十分に高いことが確認できた。

表1外 部基準(GTEC)とELI-JS表2

　 　 質問項目の妥当性の検定

　 　 直曜　　　　　　 卓即●　　　 耶劇需睡　　 口■口糟　　　　　　 畢相簡

ELI-JSの 基準関連妥当性
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4.4　データの解析方法

　第二次調査では、FS群 とNFS群 との二群間における学習者要因や英語学習成績において、

統計的な有意差が生じているかを検証する。また、各群の学習因子 と英語学習成績 との因果関

係を探求することにより、早期英語教育の中期的な教育効果を論じる。

　そこで、本調査研究においては、収集したデータを項 目分析 と多変量解析(因 子分析、分散

分析、重回帰分析)の 手法を用い処理し、得られた分析結果に考察を加える。

(1)因 子分析

　第二次調査では、ELIJSに より収集 したデータをベースに、分析のために必要な標準化 さ

れた二次データを得るために、因子分析を行 う。因子分析により共通因子解を探 り出すことが
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でぎれば、それぞれ標準化された因子得点を導き出し、因子毎に二群間の有意差の検証を行 う。

　さらに、学年全体での因子分析 とあわせて、FS群 とNFS群 単独での因子分析を実施 し、

各群固有の因子の存在を確認する。これにより、早期英語教育が学習因子の形成に及ぼす影響

を考察するとともに、その因子構造を解明する。

(2)分 散分析

　因子分析により特定することができた各因子の主効果を検定 し、各因子の主効果がFS群 と

NFS群 の二群問でどのように作用を及ぼし合っているのかを検証する。また、　GTECに よる

テス ト・スコアを用い、二群問の有意差を確認し、早期英語教育 と高等学校英語教育 との交互

作用の有無を検証する。

(3)重 回帰分析

　GTECの テス ト ・スコア と早期英語教育 との因果関係を明らかにし、英語の習熟度及び英

語運用能力に対する早期英語教育の影響の度合いを検証するために、重回帰分析を用いる。そ

のために、第一次調査で実施 した分析方法 と同様に、GTECの テス ト・スコアを従属変数、

因子分析による標準因子得点を説明変数 として、英語の習熟度及び運用能力 と抽出された各学

習因子 との因果関係を探る。

5.研 究 の成果

　多変量解析による分析結果を以下に示す。

5.1　データ解析の結果

(1)学 年全体一群での因子分析

　ELIJSで 、因子分析の対象 とする5段 階の順序尺度を採用 した82項 目の平均値 と不偏分散

の値を、スミル ノフ ・グラブス棄却検定(Smirnov-Grubbs)を 用い有意水準.05で 適合度検

定を実施 した結果、外れ値は検出されなかった。また、極端な偏 りのある項 目を因子分析の対

象から除外するため、因子分析の対象 となる82項 目の平均値 と標準偏差から天井効果 とフロア

効果を算出した結果、除外すべき項 目は検出されなかったため、当該の82項 目を因子分析の対

象 として適当 と認 め、主因子法でKaiserの 正規化を伴 うバ リマ ックス回転(Normalized

Varimax-method)に よる因子分析を行 った。

　その結果、以下の8つ の因子解を特定することがで きた。 この ときの累積因子寄与率は

48.7696で あった。表3-1に 、バリマ ックス回転後の8つ の因子解 と因子寄与率を示す。なお、

参考資料 として、第一次調査による学年全体の因子分析の結果を表3-4に 示す。

　また、各因子を構成する質問項 目間の関係性を検証するために算出したクロンバ ックの α係

数の値は、.645か ら.849を 示 してお り、それぞれの因子の解釈を行 う上で必要な信頼性 と妥
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当性を有 していると判断できる。

　　第Ⅰ因子 「書き言葉有能因子」　　　　　 ・　 第V因 子 「異文化志向因子」

　　第Ⅱ因子 「コミュニケーション志向因子」　 ・　 第Ⅵ因子 「言語能力肯定因子」

　　第Ⅲ因子 「話し言葉有能因子」　　　　　　・　 第Ⅶ因子 「和文英訳 ・規範依存因子」

　　第Ⅳ因子 「教授 ・学習方略有用因子」　　 ・　 第Ⅷ因子 「和訳依存因子」

(2)FS群 、　NFS群 の二群による因子分析

　被験者を早期英語教育の経験の有無によるFS群 とNFS群 との二群に分け、それぞれ個別

に因子分析を行った。因子分析に先立ち、各群において項 目分析を行い、除外項 目の有無を確

認 した結果、両群 とも除外項 目はなく、FS群 においては、主因子法によるバイ ・コーティマ ッ

クス回転、NFS群 においては、主因子法によるバリマックス回転により因子分析を行った。

①FS群 における因子分析の結果

　 FS群 においては、以下の7つ の因子解を適当 と判断 した。 この とき抽出した7因 子の累積

寄与率は40.53%で あった。バイ ・コーティマックス回転後の7つ の因子解 と因子寄与率を表

3-2に 示す。 このときの各因子を構成している質問項 目間の α係数は.76か ら.88で あ り、そ

れぞれの因子の解釈を行 う上で十分な信頼性を有していると判断することができる。

　　第Ⅰ因子 「自己有能因子」　 　 　 　 　 　・ 第V因 子 「英作文規範因子」

・　 第Ⅱ因子 「言語能力肯定因子」　　　　　 ・　 第Ⅵ因子 「話し言葉有能因子」

　　第Ⅲ因子 「オーラル表現活動志向因子」　 ・　 第Ⅶ因子 「文法訳読有用因子」

　　第Ⅳ因子 「異文化志向因子」

②　NFS群 における因子分析の結果

　 NFS群 における因子分析の結果、以下の7つ の解釈可能な因子解を得ることがで きた。 こ

の ときの因子累積寄与率は36.15%と やや低い値を示 した。バリマ ックス回転後の各項 目の因

子負荷量の絶対値が.500以 上を示 した項 目内容を参考に各因子を解釈 した。特定 した7つ の

因子解 と因子寄与率を表3-3に 示す。 このときの各因子を構成 している質問項 目間のα係数

は、第皿因子を除き、.73か ら.88で あ り、それぞれの因子の解釈を行 う上で十分な信頼性を

有 していると判断することができる。なお、第W因 子に関しては、因子を構成する質問項 目間

の関連性が弱い(.55)も のの、因子を定義する上で必要な内容の一貫性を有 しているため、

第W因 子 として定義 ・解釈した。

　　第Ⅰ因子 「自己有能因子」　　　　　　　　・　 第Ⅳ因子 「異文化・外国志向因子」

　　第Ⅱ因子 「インターアクション ・　　　　 ・　 第V因 子 「言語能力有能因子」

　　 コミュニケーション志向因子」　　　　　 ・　 第Ⅵ因子 「文法学習志向因子」

　　第Ⅲ因子 「教授 ・学習方略有用因子」　　 ・　 第Ⅶ因子 「和訳依存因子」
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(3)分 散分析の結果

　FS群 とNFS群 の特性 と相違を把握 ・確認するために、一群での因子分析により得た標準化

された因子得点 と、GTECに よる英語学習の習熟度 とスキルの指標であるテス ト ・スコアを

用い、二群問における有意差の有無を検証した。

① 因子得点による分散分析結果

　標準化された因子得点による分散分析では、第V因 子

「異文化志向因子」でF値4.796(自 由度1、312)に より、

FS群 が5%水 準で有意に高 くなっていることが確認で

きた。(表4・ 図1)

表4　 第V因 子によるFS群 とNFS群 の分散分析表
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②　GTECの テス ト・スコアによる分散分析の結果

　早期英語教育による英語学習の経験の有無が英語学習成績に及ぼす影響を検証するために、

習熟度及び熟達度の指標 としてGTECの 総合得点、及び、項 目別得点(リ スニング、 リーディ

ング、ライティング得点)と 、抽出された各因子得点による分散分析を行った。

　その結果、GTECの ライテ ィングのテス ト ・スコアにおいてF値4.889(自 由度1、317)
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によ り、FS群 の生徒 が5%水 準 で有意 に成 績が高 く

な ってい るこ とが確認 された。(表5、 図2)

表5　 GTECラ イティング得点によるFS群 とNFS群 の分散分

　 　 析 表
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(4)重 回帰分析の結果

　重回帰分析では、第二次調査 により抽出することができた各因子 とGTECに よる英語学習

成績(言 語知識に関する習熟度 と言語スキルに関する熟達度)と の因果関係を探ることにより、

早期英語教育により培われた資質 と高等学校の英語学習に係わる要因 との交互作用や因果関係

の有無を確認し、早期英語教育の中期的な実施効果について分析を行った。

　第二次調査における重回帰分析では、外部基準 としてのGTECの テス ト・スコア(総 合得

点、 リスニング得点、 リーディング得点、ライティング得点)を それぞれ従属変数 とし、各因

子分析により算出した標準因子得点を説明変数 として解析を行った。これにより、算出した標

準偏回帰係数 と重相関係数を基準に、各説明変数の影響の大きさと向きを、また、説明変数全

体による影響の大きさを検証した。

　なお、重回帰分析では、変数選択の基準により分析結果に相違が生じる可能性があるため、

変数選択の基準をF検 定に求め、Fin=2.0、 　F　out=2.0に 設定 し、変数倍増法(Stepwise

Forward　Regression)に より統計処理を行った。

① 一群による重回帰分析の結果

　被験者全体を一群 として実施した因子分析により得 られた8つ の学習因子 とGTECの 総合

得点 との掛け合わせによる分析においては、第Ⅰ 因子 「書き言葉有能因子」、第皿因子 「話 し

言葉有能因子」、第W因 子 「教授 ・学習方略有用因子」が1%水 準で強いプラスの因果関係を

示 していることが確認できた。一方、第皿因子 「和訳依存因子」は、総合得点 と5%水 準で、

マイナスの因果関係があることが判明した。

　なお、本分析で得た重回帰式の判定結果は、1%レ ベルの有意水準を示 してお り、誤差が極

めて少ない分析結果であると評価することができる。 また、重相関係数(R)は 、.512で 、

求められた回帰方程式の精度は、ほぼ満足できるもの となっている。(表6)

　 GTECの リスニング能力 との関係においては、第1因 子 「書 き言葉有能因子」、第皿因子

「話 し言葉有能因子」、第W因 子 「教授 ・学習方略有用因子」がそれぞれ1%水 準で強いプラス
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表6　 一群による重回帰分析
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の因果関係を有していることが確認できた。また、第V因 子 「異文化志向因子」は、5%水 準

でプラスの因果関係を示している。一方、第Ⅵ因子 「言語能力肯定因子」は、196水 準でマイ

ナス方向への強い関係を有 していることが判明した。なお、本分析の誤差 ・精度については、

十分に満足できる値を示している。

　 GTECの リーディング得点 との関係においては、第1因 子 「書 き言葉有能因子」、第 皿因子

「話 し言葉有能因子」、第W因 子 「教授 ・学習方略有用因子」がそれぞれ1%水 準で強いプラス

の因果関係を有していることが確認できた。一方、第皿因子 「和訳依存因子」は、5％ 水準で、

マイナス方向の因果関係を有していることがわかった。また、本分析の誤差・精度について も、

満足できる結果が示されている。

　 GTECの ライティング得点による分析においては、第1因 子 「書 き言葉有能因子」、第 皿因

子 「話 し言葉有能因子」がそれぞれ1%水 準で強いブラスの因果関係を有していることが、ま

た、第]1因 子 「コミュニケーション志向因子」 と第】V因子 「教授 ・学習方略有用因子」が5%

水準でプ ラス方向への因果関係を示していることが確認できた。本分析の誤差については1%

の有意水準を示してお り、誤差は極めて少ない と評価することができるが、精度の指標 となる

重相関係数(R)が.384で 、求められた回帰方程式の精度はやや劣 る可能性があることが示

されている。

②　二群(FS群)に よる重回帰分析の結果

　 FS群 の総合得点 と各因子 との因果関係の分析では、第1因 子 「書き言葉有能因子」、第 皿

因子 「話 し言葉有能因子」、第 】V因子 「教授 ・学習方略有用因子」が1%水 準でプラス方向の、

第V[因 子 「言語能力肯定因子」、第Ⅷ 因子 「和訳依存因子」が5%水 準でマイナス方向の因果

関係が存在することが判明した(表7)。 なお、本分析の誤差 ・精度についても、十分に満足で

ぎる値(誤 差1%水 準、精度.59)を 示 している。

　 FS群 の リスニング能力 との関係においては、第皿因子 「話 し言葉有能因子」が1％ 水準

でブラス方向に、第Ⅰ 因子 「書き言葉有能因子」 と第Ⅳ 因子 「教授 ・学習方略有用因子」が5
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表7　 二群による重回帰分析(FS群)
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%水 準でブラス方向に作用していることが確認できた。一方、第W因 子 「言語能力肯定因子」

は、1%水 準でマイナス方向に強 く働いていることが判明した。また、本分析の誤差・精度に

ついても、十分に満足できる値(誤 差1%水 準、精度.56)が 示されている。

　 FS群 の リーディング得点 との因果関係においては、第Ⅳ 因子 「教授 ・学習方略有用因子」

が1%水 準でプラスの強い関係を、第1因 子 「書き言葉有能因子」が596水 準でプラスの方向

へ寄与 していることがわかった。一方、第珊因子 「和訳依存因子」は、符号が逆転し、5%水

準でマイナス方向へ影響を与えていることが確認で きた。また、本分析の誤差 ・精度について

も、満足できる値が示されている。

　 FS群 のライティング得点 と因子 との因果関係では、第1因 子 「書き言葉有能因子」 と第皿

因子 「話 し言葉有能因子」が1%水 準でプラス方向へ強 く働いていることが判明した。同様に、

本分析の誤差精 度については、満足できるもの となっている。

③　二群(NFS群)に よる重回帰分析の結果

　 NFS群 のGTECの 総合得点、分野別(リ スニング、リーディング、ライティング)得 点 と

各因子 との因果関係を分析した結果、すべての英語学習成績 と第1因 子 「書き言葉有能因子」、

第皿因子 「話 し言葉有能因子」、第]V因 子 「教授 ・学習方略有用因子」が、1%水 準及び5%

水準(リ スニング×第Ⅲ因子、ライティング×第Ⅲ因子、第Ⅳ因子)で ブラス方向への因果関

係が存在することが認められた。

　また、ライティングにおいては、第皿因子 「コミュニケーション志向因子」が5%水 準でブ

ラス方向への影響を与えていることが確認できた。(表8)

　本重回帰分析における誤差については、すべての分析段階で196水 準 と極めて誤差が少ない

分析であることが示されている。一方、精度については、重相関係数(R)が 、.51か ら、.37

までの値を示してお り、求められた回帰方程式の精度は少し劣る可能性がある。

　次に、早期英語教育の効果をより詳細に検証するために、FS群 とNFS群 で、群別に実施

した因子分析により抽出した因子の各因子得点 とGTECの 英語学習成績 との因果関係を明ら
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表8　 二群による重回帰分析(NFS群)

1

　全悼 滞3ε
噛虐嘲」囑6蜘離

OTE離蛇音得 壱

　　　μ髄 判宝

　　　　　研印.'訊 ニ ンケ禍屯

噌■毎川帰』麟　　　　ロ　1直　　　　　　　判定

　　　　　ロIE01」一〒 インヴ褥点

凹■』回白臣印　　 P肛 　　　　　轄定

　　 　　 　　　 　　 　　　 　　 　　 　　　 　　 　　　 I

　　　　　orEロう`予 インヴ塀」塾

噛申陶回μ肚鮪　　　　P　値　　　　　　　雫可定
1
胴 】因干

第=囚 子

節皿凶芋

第叩因子

錯甘因子

屠り1因子

箪w叩 子

弼覆因干

o.40舶

oo48`

o-tg朋

o一訓39

0-〔期 ε

O-Ot51

0.0391

-o叩o日

o.o〔皿0

044ε7

00馳 歪o

oo〔 脱

血1麗7

0訓 語

o.5評7

015砧

艸

申串

申本

O.2丁41　 0.㎜1　 　 申申

O確1日 　 　 07463

0-15胴 　　 00四 〇　　　 ■

O-2=4且 　 0{ε1　 　 脚

O-1皇5自 　 006空7

一自04舶 　　 045臼7

-O .0176　 　 0.79歪3

-oo了9日 　　 旺呈3日ε

o.咤43ヨ 　 o.{}o[}o　 　 申申

一〇,oo9き 　 o.巳巳47

0-1575　 　●{}冊 丁　　　牌

013訓 　　 00052　 　 艸

o-OlII　 o巳 能5

00342　 　 05曹6ユ

o.070g　 o.鵠99

-o尊 ア齪 　　　旺2量ヨ石

　　　 　　 　　 　　　 　　 　　　 　　 　　 　　　 　I

o=294　 0.㎜9　 　 申申

01552　 0.02`1　 　 　 申

01659　 　 0ε51　 　　 ■

0,1542　 00旧3　 　 ,

0自561　 0411空

oo913　 　 01且 姐

O自5田 　　 O.3駐61

4051了 　　 {}4510

亘柑閏臣皿1臼1

昌差

o.田70

口.oooo 軸

o.40ユ7

　　　　　　　　　0.㎜ 　　　‡‡

O.4913

　　　　　　　　　0.口ε 　　　艸

037岨

　　　　　　　　　o.oロ ロ」　　 亭ホ
1

n:197

かにする。これにより、FS群 とNFS群 との比較分析を行い、早期英語教育が中等学校英語

教育に及ぼす影響を論じるための二次データを収集する。

④FS群 の因子得点による重回帰分析

　 FS群 の因子分析により抽出することができた7つ の因子の標準因子得点とGTECの テス ト・

スコアによる重回帰分析の結果を表9に 示す。

表9　 FS群 の因子分析に基づく重回帰分析
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　GTEの 総合得点 との因果関係が認められたのは、第1因 子 「自己有能因子」、第」1因子 「言

語能力肯定因子」、第㎜因子 「オーラル表現活動志向因子」、第W因 子 「話し言葉有能因子」で

あった。第1、 第皿、第V[因 子はそれぞれ1%水 準の強い因果関係を示しているが、重回帰式

の標準偏回帰係数を比較すると、第皿因子のほ うが第1、 第W因 子より英語学習の総合成績に

より強い影響力を持っていることが認められた。

　一方、第]1因 子 「言語能力肯定因子」は、有意水準596で の因果関係が認められたが、標準

偏回帰係数が負の値を示してお り、英語学習成績に対しマイナス方向に作用していることが判っ

た。

　 リスニング得点 との因果関係においても同様 に第Ⅰ 因子 「自己有能因子」、第Ⅱ 因子 「言語
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能力肯定因子」、第Ⅲ 因子 「オーラル表現活動志向因子」、第W因 子 「話し言葉有能因子」が全

て有意水準1%で の強い因果関係を示 している。また、 リーディング得点 とライティング得点

との因果関係においては、第1因 子 「自己有能因子」、第Ⅲ 因子 「オーラル表現活動志向因子」

の優位性を確認することができた。

　本重回帰分析における誤差については、すべての分析段階で1%水 準 と極めて誤差が少ない

分析であることが示されている。また、精度については、重相関係数(R)が 、.55か ら、.42

までの値 とな り、求められた回帰方程式の精度はやや劣る可能性があることが示されている。

⑤ 　NFS群 の因子得点による重回帰分析

　 NFS群 の因子分析に基づき算出した標準化された因子得点 とGTECの 各テス ト・スコア と

の因果関係を検証した結果、第1因 子 「自己有能因子」が全てのテス ト・スコア と1%水 準で

プラス方向への高い関係を有していることが判明した。また、第皿因子 「教授 ・学習方略有用

因子」は、総合得点(1%)、 リスニング得点(5%)、 ライティング得点(5%)と 有意な関

係があること、第V[因 子 「文法学習志向因子」が、総合得点(5%)と リーディング得点(1

%)と の関係においてそれぞれブラス方向の優位性を示していることが確認できた。

　なお、分散分析表より、この重回帰式の判定結果は有意水準1%で 、誤差が少ないことがわ

かった。一方、精度については、重相関係数(R)が 、.51か ら、.37ま での値 とな り、求めら

れた回帰方程式の精度は少し劣る可能性があることが示されている。(表10)

表10　 NFS群 の因子分析に基づく重回帰分析
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6.考 察

　被験者が高校入学時(5月)に 実施した第一次調査により得られた考察結果 と、9か 月間の

高等学校での英語教育を経験した時期に実施した第二次調査により得られた分析結果 とを比較

することにより、新学習指導要領で規定されている早期英語教育の中期的な効果について論 じ

る。
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6.1　因子分析による考察

　第一次調査のFS群 とNFS群 の群別因子分析においては、両群 とも解釈可能な因子を特定

することができなかった。 このことは、早期英語教育に係わる経験の有無が、高校1年 次の5

月期において、新たな学習因子の形成を促すほ どの影響力を有していなかった、または、高校

での英語教授 学習の交互作用が十分に出現 していなか ったことを意味 していると解釈で きる。

(表3参 照)

　そこで、高等学校での教授 ・学習における交互作用がより明確に出現する時期に第二次調査

を実施 し、早期英語教育の経験の有無が高等学校の英語教育に及ぼす影響を検証した。

(1)一 群での因子分析による考察

① 新因子の出現(因 子の多様化)と 交互作用

　　被験者を早期英語教育の経験の有無にかかわ りなく一群(n=320)で 因子分析を実施し

　た結果、解釈可能な8つ の因子解を得ることができた。抽出した因子解を第一次調査で特定

　することができた因子解 と比較すると、第一次調査で特定することができた 「自己有能因子」

　が第二次調査においては二分化し、第1因 子 「書き言葉に対する自己有能因子」および第皿

　因子 「話し言葉に対する自己有能因子」 として出現している。このことは、高等学校での教

　授・学習が従来の学習因子 と交互作用を起 こし、学習因子が変容(多 様化)し たものである

　 と考えられる。

　　このことから、調査対象校における教授 ・学習方略(オ ーラル・メソッド、ティーム・ティー

　チング、インテークリーディング、ライティングタスクの 日常化、和訳先渡し等)が 被験者

　に新たな学習因子の形成を誘発したもの と解釈できる。

　　特に、「自己有能因子」が細分化 され、「書き言葉」 と 「話し言葉」に対する学習因子 とし

　て峻別されたことは、言語スキルの習熟に際し、教授方略 と学習方略が有機的に作用を及ぼ

　 し合い、被験者の情意要因がより多次元化された結果であると判断できる。

　②　言語能力肯定因子(新 因子)の 形成

　　第二次調査に際しELI-JSに 追加 した質問項 目が中心 とな り、解釈可能な関係性 と信頼度

　 (α=.84)を 示す項 目群を形成し、新 しい因子 「言語能力肯定因子」 として抽出すること

　ができた。この因子の出現は、被験者が客観的に自己の学習 と学習の成果をモニターするこ

　 とができる能力を身に付けたことを示唆している。

　③　和訳依存因子(新 因子)の 形成

　　同様に、ELIJSに 追加 した質問項 目により、解釈可能な関係性 と信頼度(α=.65)を

　示す項 目群が形成され、新しい因子 「和文依存因子」 として抽出することができた。これは、

　調査対象校が、過度な和訳依存を抑止するために採用 した教授方略に対するマイナス方向の

　交互作用の現れ として捉えることができる。なお、特定することができた因子が英語学習成
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　績 とどのように関連しているかは後述する重回帰分析の考察で行 う。

　　このように、一群で実施 した因子分析の結果、教授 ・学習における交互作用が明確に出現

　 し、新 しい学習因子の形成や既存の学習因子が変容・分化を遂げていることが明らかになっ

　た。

(2)二 群での因子分析(FS群 ・NFS群)に よる考察

　早期英語教育を経験 したFS群(n=120)と 未経験のNFS群(n=200)に おける因子分

析においては、各群固有の因子解を特定することができた。このことは、早期英語教育による

学習効果が高校の英語教授・学習の過程で交互作用を受け、固有の学習因子 として出現 したも

のであると解釈できる。

　二群間の比較において、特徴だったもの として、FS群 の第㎜因子 「オーラル表現活動志向

因子」、第V[因 子 「話 し言葉有能因子」を挙げることができる。 これらは、小学校外国語活動

の特色である 「音声中心主義」や参加体験型コミュニケーション活動により培われた経験 ・資

質・能力・態度等が、高等学校でのオーラル・コミュニケーションやティーム・ティーチングによ

る交互作用を受け、解釈可能な学習因子 として形成されたもの と判断できる。このことは、早

期英語教育により滴養された英語学習に対する態度や意欲等に係わる情意要因が、高等学校で

の英語教育を底辺から支える重要な役割を果たしていると考えられる。

　次に、両群に共通して出現している因子を構成している質問項 目内容の因子負荷量に注 目し

て考察を行った。

　共通因子 として確認された 「異文化志向因子」において、FS群 は 「外国の人 と一緒に生活

を してみたい。」の因子負荷量が最大(.692)で 、「外国の人 と話をしたい。」が二番 目(.668)

に大 きな値 を示 しているのに対 し、NFS群 においては、「生活」 が二番 目に低い負荷量

(.514)で 、「人」が四番 目の値(.609)と なっている。 このことから、早期英語教育を経験

した学習者は、異質の文化を持った人 々との人間関係を容易に構築することができる積極的な

態度や柔軟な対応力を有していると解釈することができる。

　また、FS群 では 「文法訳読有用因子」を、　NFS群 では 「和訳依存因子」をそれぞれ抽出 し

たが、FS群 においては文法理解を演繹的に英文解釈に役立てようとする意識的な態度が観測

されている(「文法学習は英文理解に役立っている。」.577)。 一方、NFS群 においては、和文

英訳その ものが目標 とな り、和訳に依存する学習方略が強 く意識されている(「和訳を読んで

しまうと、英語を理解で きたような気分になる。」.576)。 このことから、FS群 はNFS群 に比

べ、学習で得た知識等を道具的に活用しようとする傾向が見受けられる。

　一方、NFS群 では、「教授 ・学習方略有用因子」が認められたが、　FS群 においては、前述の

因子は 「オーラル活動志向因子」に吸収されている。 このことか ら、NFS群 は、テス ト問題

や練習問題の解決のために学習内容を有効活用 しようとするのに対し、FS群 は、学習内容を
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意志疎通のための手段 として活用しようとする傾向があることが判明した。これは、早期英語

教育の教育 目標が、バーバル ・ノンバーバル コミュニケーシ ョン活動の活性化であることに起

因 していると考えられる。

　このように、第二次調査の因子分析においては、早期英語教育の中期的な教育効果の現れ と

して、FS群 とNFS群 との問で、解釈可能な相違を確認することができた。

　以上、因子分析では、共通因子 と固有因子 との比較分析により、各群間の特性を把握するこ

とから早期英語教育の教育効果について論じてきたが、対象 となる因子が統計的に有意である

か、すなわち二群が質的に異なる集団 とな り得るのか とい うことを分散分析の結果から考察す

る。

6.2分 散分析による考察

(1)因 子得点による分散分析

　標準化された因子得点を用いた分散分析では、FS群 が、第V因 子 「異文化志向因子」にお

いて596水 準で有意に高 くなっている。このことは、群別の因子分析の解釈を裏付ける結果 と

なっている。すなわち、外国の人や文化に対する興味 ・関心や、異文化や他者に対する寛容性

や積極性が有意に高 くなっていることは、早期英語教育で一定年齢までに、外国の人や文化に

直接触れる体験をすることができたことに起因 していると考えられ る。これは、Curtain　and

Dahlberg(2008)の 、　intercultural　competenceが10才 前後までに外国語を通 じて異文化を体

験させることにより育成されるとしていることを一定支持 している。

　また、統計的な有意差は確認できなかったものの、FS群 が8因 子中5因 子においてブラス

の値を示 し、FNS群 を上回っていることが確認できた。 このことは、　FS群 が学習因子の形成

に係わる教授 ・学習の交互作用において、より活発な関わ り合いを持ってきたことを示唆する

もの と考えられる。

(2)GTECテ ス ト・スコアによる分散分析

　第一次調査では、習熟度の指標 としたGTECの テス ト・スコアと早期英語教育の経験の有

無に有意差は確認できなかったが、第二次調査での分散分析では、GTECの ライティング得

点において、FS群 が5%水 準で有意に高 くなっていることが判 明した。 これは、樋 口ら

(1986-1989)の 英文産出に関する調査結果を支持するもの となってお り、因子分析で抽出され

た第皿、第V因 子に代表される表現力に係わる因子が深 く寄与していると考えられる。その他

の因子については、二群問のテス ト・スコアにおける有意差は確認できなかった。 ところで、

GTECテ ス ト・スコアの平均点のみに着 目すると、ライティング以外の他のテス ト・スコアの

平均値は、全てにおいてNFS群 の方がやや高 くなっている。　Kwon(2005)が 行った、韓国

の高校生を対象 としたGTEC調 査の結果 とは大 きく異なるものとなっている。

　このように、分散分析の結果、FS群 は、異文化や外国の人々に対する寛容の度合いが高 く、
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積極的に人 と関わろうとする態度がより強い と判断することができる。また、英語学習成績に

おいては、表現活動においてNFS群 よりも高いパフォーマンスを示すことが確認できた。

　分散分析によるこれらの結果は、因子分析での考察を支持するもの となっている。

6.3　重回帰分析による考察

　重回帰分析は、基準変数(GTECテ ス ト・スコア)に 対する各説明変数(因 子得点)の 影

響の程度を検証するために有効な統計解析方法である。特に、算出される標準偏回帰係数(R)

の符号の向きと大きさにより、英語学習成績に対し、早期英語教育によりもたらされた教育効

果が どの程度影響を及ぼしているのかを検証することができる。

(1)一 群による重回帰分析

　一群で行った重回帰分析では第Ⅰ、第Ⅲ、第Ⅳ因子が成績 と強い因果関係を有していること

が確認できた。すなわち、四技能の習熟に対する有能感が高 く、授業中に展開される教授 ・学

習方略や、提供される教材資料等に高い有用性を見いだしている学習者の成績が有意に高くなっ

ていることが示されている。一方、和文依存因子 として特定 された第皿因子の係数(R)は マ

イナスの値を示してお り、和文依存傾向の強い学習者は、テス ト・スコアにマイナスの影響を

受けていることが判明した。

　また、早期英語教育の効果 として出現 したFS群 における第V[因 子 と第皿因子は、　GTECの

総合得点 とリスニング得点において、マイナス方向の強い因果関係を有していることが判った。

　ここで特筆すべきことは、第V[因 子 として抽出した 「言語能力有能因子」 とテス ト・スコア

との因果関係である。一群による重回帰分析では、第W因 子は リスニング得点に対しマイナス

方向の596水 準での因果関係を示 し、FS群 の重回帰分析では、第V[因 子は総合得点 とリスニ

ング得点に対し1%水 準でマイナス方向に強い因果関係があることがわかった。一般的には、

英語の四技能の習熟度が高まった とい う自己認識や自己評価は、自己有能感を示す第1因 子 と

同様に、学習成績にブラスの影響を与えるもの と考えられている。しかし、本調査対象群にお

いてはその逆転現象が現れている。この現象を説明するために、以下の仮説を設定し、関連項

目間での分散分析により仮説の検証を行った。

　　 (逆転現象に関する仮説)

　　 『習熟度の低い被験者ほ ど、より高い達成感を得ることができた。一方、習熟度の高い被

　　験者は、自己能力感の基準も高 く、四技能の習熟に対する達成感や有能感を得ることが容

　　易ではなかった。』

　この仮説を検証するために、GTECの リスニング得点を用い、第W因 子の因子得点がブラ

スのグループとマイナスのグループ問における分散分析を行った。その結果、10%水 準の有意

傾向(p=.1105)が あることが確認でき、「言語能力有能因子」が強いグループの リスニン

グ得点が低い傾向になっていることが判明した。
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(2)二 群での重回帰分析

　FS群 では、第Ⅰ 因子 「自己有能因子」、第Ⅱ 因子 「言語能力肯定因子」、第Ⅲ 因子 「オーラ

ル表現活動志向因子」、第W因 子 「話し言葉有能因子」がGTECの 各得点と強い因果関係があ

ることが確認できた。ここでも同様に、第皿因子 として出現している 「言語能力有能因子」が

マイナス方向に強 く作用している。前出の仮説を、再度

検証 す るため、GTECの リス ニン グ得 点を用 い、 第 」1

因 子の因子得点が プラスの グル ープ とマ イナスの グル ー

プ問で分散分析を行 った。(表11、 図3)

表11逆 転 現 象 を検 証 す る た め のGTECリ ス ニ ング 得 点 に よ る

　 　 分 散 分 析

　要　国　　偏蓮畢方和　　自由厘1　 平均手方　　F　 檀　　　P　 値　　　判定
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　その結果、F値4.401(自 由度1、114)で5%水 準の有意差(p=.0381)が あることが確認

でき、「言語能力有能因子」が強いグループのリスニング得点が有意に低 くなるという 「逆転

現象」に係わる仮説を統計的に説明することができた。なお、ニグルーブ間の得点差は、11.3

ポイントであった。

　また、NFS群 においては、第Ⅰ因子 「自己有能因子」、第Ⅲ因子 「教授 ・学習方略有用因子」、

第Ⅵ因子 「文法学習志向因子」が英語学習成績 とブラス方向に強い因果関係を示していること

がわか った。すなわち、NFS群 においては、自己有能感が高 く、教授 ・学習方略に有用性を

感 じ、文法志向の強い被験者の成績が有意に高 くなっていることが確認できた。なお、NFS

群においては、FS群 で確認で ぎたマイナス方向へ有意な因果関係を導ぎ出す学習因子は確認

できなかった。

　これらのことから、早期英語教育を経験 した被験者(FS群)は 、未経験者(NFS群)と 比

較 して、① より肯定的な自己能力感を有し、②学習者相互のインターアクションや人間関係を

構築 していく中で展開されるオーラル表現活動に対する好意1生や有用性をより強 く感じ、③話

し言葉に対する有能感を教授 ・学習の交互作用の中でより容易に得ることができ、それらが英

語学習成績に有意に影響を及ぼし合っているとい うモデルを描 くことができる。

　一方、早期英語教育未経験者(NFS群)に おいては、① 自己有能感が高 く、②提供 される

教材 ・資料等に有用性を見いだ し、③文法学習に重点を置いた学習者の成績が有意に高 くなる

とい う従来型のモデルを当てはめることができる。
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7.課 題 と提言

　第二次調査では、解釈可能なFS群 ・NFS群 の固有因子及び共通因子を特定することができ

た。これにより、早期英語教育の教育的な成果が、高等学校での教授 ・学習の交互作用を受け、

特定の学習因子 として形成されることが確認できた。

　また、FS群 固有の因子 として特定することができた学習因子は、オーラル表現活動に係わ

る因子 として解釈することができるもののみではあったが、抽出された各学習因子は、英語学

習成績に有意に寄与する等の因果関係が認められた。このことから、早期英語教育は、中期的

な視点に立った場合、英語学習を底辺で支え、高等学校での英語学習の効果を統合的に高める

働きを していると判断することができる。従って、設定した研究仮説はほぼ満たされたもの と

考える。

　第二次調査の分析 ・考察を通 じ最 も顕著に現れたのが、「自己有能因子」 と 「言語能力肯定

因子」である。両者 とも、 自己有能感(self-esteem)や 自己効力感(self-efficacy)と いう情

意要因や心的要因に大きく支配されるとい う特性を持っている。そこで、英語学習をデザイン

する際に、習慣形成や認知学習 といった側面だけではな く、学習者心理や学習者特性、学習者

の言語適性、学習経験等の潜在的な要因を配慮した統合型の教授 ・学習モデルを構築すること

が、早期英語教育の成果を最大限引き出すことにな り、英語学習に対する意欲を高め、英語を

は じめ とする異文化への好感的 ・好意的な態度を助長することとなる。

　最後に、早期英語教育経験者群(FS群)に おいて確認された 「言語能力肯定因子」にかか

わる逆転現象の出現であるが、これを途中経過の一時的な現象 として捉え、長期的には 「自己

有能因子」同様に英語学習成績にプ ラスの影響を及ぼす因子へ と変容させることが望まれる。

そのための教授・学習方略を検討することが今後の課題 となる。
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1)担 任 に よる ソ ロ ・テ ィー チ ン グ 、 外 国語 活 動 専 任 教 員 に よ る ソ ロ ・テ ィ ーチ ン グ 、 担 任 と外 国語 指 導

　 助 手(Assistant　 Language　 Teacher)に よ る テ ィ ーム ・テ ィ ー チ ン グ、 担 任 と外 国語 活 動 専 任 教 員 に

　 　よ るテ ィ ーム ・テ ィ ーチ ン グ、 担 任 と地 域 ボ ラ ンテ ィア 等 に よ るテ ィ ーム ・テ ィーチ ン グ等

2)FLES:Foreign　 Languages　 in　the　Elementary　 School初 等 教 育 に お け る外 国語 。 小 学 校 に お け る 外

　 　国 語(早 期 外 国 語)教 育 。

3)GTEC:Global　 Test　of　English　 Communicationの こ と。　Benesseコ ーポ レ ー シ ョンが 開 発 した 英 語 能

　 力 測 定 ・診 断 テ ス トの こ と。

4)第 一 次 調 査 で 用 い た 質 問 紙(72項 目)に つ い て は 、 松 宮(2009)を 参 照 の こ と。

(まつみや ・しんこ　外国語学部教授)
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